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日本自動車ターミナル株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

日本自動車ターミナル株式会社（以下「会社」という ）は、昭和４０年７月に設立された。

会社で、トラック輸送の合理化を図り、併せて道路交通の円滑化等に資するため、大都市及び

その周辺地域においてトラックターミナル事業を行うことを目的として、次の事業を行ってい

る。

ア トラックターミナル事業

貨物の積卸し、荷さばき等のための荷扱場と、これに接続する運行車・集配車の発着場であ

る停留場所で構成されているバースの賃貸事業

イ 前号の事業に附帯する事業

（ア）配送センター、駐車場、仮眠室、宿泊室、事務室等の附帯施設の賃貸事業

（イ）食堂、売店、理容室、修理工場等の構内営業施設の賃貸事業

なお、トラックターミナルの施設の現況は、表１のとおりである。
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(表１) トラックターミナルの施設の現況

（ ． ． ）平成１４ ３ ３１現在

区 分 京浜トラック 板橋トラック 足立トラック 葛西トラック

タ ー ミ ナ ル タ ー ミ ナ ル タ ー ミ ナ ル タ ー ミ ナ ル 合 計

所 在 地 大田区平和島 板橋区高島平 足立区入谷 江戸川区臨海

２－１－１ ６－１－１ ６－１－１ 町４－３－１

供用開始日 昭和43.6. 14 昭和45.10.26 昭和52.4.1 昭和 58.4.1

敷地面積 242,068㎡ 115,828㎡ 113,328㎡ 184,976㎡ 656 ,200㎡

t 約 7, 000t 約 7,000t 約 11,500 t 約 37,500t貨物取扱能力( ) 約 12,0001日当たり

7,409t 5,498t 5,041t 6,825t 24,773t貨物取扱量( )1日当たり

73 ,651㎡ 46, 200㎡ 47,076㎡ 72,265㎡ 239,192㎡タ バース

79,756㎡ 17, 045㎡ 80,628㎡ 177,429㎡

－

配送ｾﾝﾀｰ

ミ 3,117㎡ 1, 664㎡ 2,605㎡ 2,178㎡ 9,564㎡事務室

119㎡ 387㎡ 288㎡ 794㎡ナ 物品庫( )更衣室

29 ,884㎡ 16, 213㎡ 18,662㎡ 21,303㎡ 86,062㎡ル 駐車場

8,652㎡ 2, 124㎡ 1,008㎡ 4,476㎡ 16,260㎡施 乗用車駐車場

郵便用施設 812㎡ 525㎡ 1,656㎡ 2,993㎡設

・ 1,391㎡ 1, 680㎡ 1,651㎡ 1,984㎡ 6,706㎡仮眠室

4,985㎡ 2, 880㎡ 2,327㎡ 1,984㎡ 12,176㎡附 宿泊室

994㎡ 426㎡ 411㎡ 1,831㎡帯 貸室

203 ,361㎡ 88, 619㎡ 74,142㎡ 186,885㎡ 553,007㎡施 施設面積小計

設

28社 23社 13社 24社 88社バース利用運送業者

約 300社 約 200社 約 200社 約 200社 約 900社関連運送事業者

１店 855㎡ ４店 968㎡ １店 516㎡ １店 760㎡ ７店 3,099㎡食堂・喫茶室等

１店 118㎡ １店 29㎡ １店 18㎡ １店 59㎡ ４店 224㎡構 売店

１店 46㎡ １店 24㎡ １店 9㎡ １店 41㎡ ４店 120㎡内 クリーニング室

１店 26㎡ １店 38㎡ １店 26㎡ １店 30㎡ ４店 120㎡営 理容室

１店 182㎡ １店 182㎡業 郵便局

１店 1,365㎡ １店 1,365㎡施 修理工場

１店 311㎡ １店 311㎡設 タイヤサービス

給油所 １店 2,289㎡ １店 1, 071㎡ １店 1,050㎡ １店 2,000㎡ ４店 6,410㎡

診療所 １店 96㎡ １店 106㎡ １店 108㎡ ３店 310㎡

150㎡ 150㎡その他

5,288㎡ 2, 130㎡ 1,725㎡ 3,148㎡ 12,291㎡施設面積小計

合 計 208 ,649㎡ 90, 749㎡ 75,867㎡ 190,033㎡ 565,298㎡
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（２）都 と の 関 係

都は、会社に対して、昭和４１年度から昭和５４年度まで毎年度出資しており、その出資総

額は、５２億９，０００万円（資本金１２２億３，０００万円の４３．３％）となっている。

２ 組 織

会社は、事務所を千代田区平河町二丁目７番９号に置き、役員１０名（代表取締役１名、代表

取締役専務１名、取締役５名、監査役３名（うち非常勤３名 ）及び職員６０名（うち都派遣職）

員１名）で、１室８部をもって構成されている。

第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

平成１２年度（第３６期）及び平成１３年度（第３７期）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）都市計画局 平成１４年１０月１７日及び３１日

（２）会 社 平成１４年１０月２１日から同月２５日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

平成１３年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおり、１０億４，９７１万余円の当

期利益を計上している。

営業損益について見ると、営業収益は、９１億５，２５９万余円で前年度（９４億２８９万

余円）に比べ２億５，０２９万余円（２．７％）の減少となっている。これは主に、施設使用

料収入（バース、配送センター等の賃貸料収入及び共益費等の施設管理業務収入）が、一部施

設の契約解除などにより減少したことによるものである。

また、営業費用は、６８億３，２００万余円で、前年度（６７億４，３８８万余円）と比較

して８，８１２万余円（１．３％）増加している。これは、従業員数の減員などにより、販売

費及び一般管理費が３，３３４万余円（３．９％）減少したものの、施設の維持・管理のため

の修繕費が増加したことなどにより、売上原価が１億２，１４６万余円（２．１％）増加した

ことによるものである。

この結果、営業損益は、２３億２，０５９万余円の営業利益となり、前年度（２６億５，９

００万余円）と比較して、３億３，８４１万余円減少している。

次に、営業外損益についてみると、営業外収益は３，７１９万余円で、前年度（４，５２７

万余円）と比較して、８０８万余円（１７．８％）減少している。これは主に、受取利息が、

預金利率の低下により、４６４万余円（４５．７％）減少したことによるものである。

また、営業外費用は、７億８６４万余円で、前年度（８億６，３４５万余円）と比較して１
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， （ ． ） 。 、 、億５ ４８１万余円 １７ ９％ 減少している これは主に 借入金を返済したことにより

支払利息が８，８９６万余円（１１．７％）減少したことによるものである。

、 、 ， 、 （ ，以上の結果 経常損益は １６億４ ９１４万余円の経常利益を計上し 前年度 １８億４

０８３万余円）と比較して、利益額が１億９，１６８万余円減少している。

特別損益では、特別利益として、施設解約による違約金など３億６，７５０万円を計上し、

また、特別損失として、算定の基礎数値等の見直しによる過年度退職給付引当金の繰入れなど

１億８，９８５万余円を計上している。

なお、会社は、一株につき、平成１２年度に３０円、平成１３年度に４０円の配当を行って

いる。

（２）財政状態

平成１３年度末における財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおり、資産合計４８９億

６，３６７万余円、負債合計２０４億１，４７４万余円、資本合計２８５億４，８９３万余

円となっている。

資産は、前年度（４９４億６，０６９万余円）と比較して４億９，７０１万余円（１．０

％）減少している。このうち、流動資産は４６億２，６８６万余円で、前年度（４０億７，

） ， （ ． ） 。 、２７７万余円 と比較して５億５ ４０８万余円 １３ ６％ 増加している これは主に

有価証券及び預け金が、合わせて５億２，７５４万余円（１７．２％）増加したことによる

ものである。

また、固定資産は、４４３億３，６８１万余円で、前年度（４５３億８，７９１万余円）

と比較して１０億５，１１０万余円（２．３％）減少している。これは主に、減価償却によ

、 ， （ ． ）、 ， （ ． ）り 建物が１１億３ ７０７万余円 ７ ２％ 構築物が１億５ ６６５万余円 ５ ３％

それぞれ減少したことによるものである。

負債は、前年度（２１５億９，４５７万余円）と比較して１１億７，９８３万余円（５．

） 。 、 ， 、 （ ，５％ 減少している このうち 流動負債は３０億９ ７７０万余円で 前年度 ２８億９

７９８万余円）と比較して１億９，９７１万余円（６．９％）増加している。これは主に、

一年以内に返済の長期借入金が１億２，７１５万円（７．３％）増加したことと、未払金が

１億７，３５０万余円（５６．２％）増加したことによるものである。

また、固定負債は、１７３億１，７０３万余円で、前年度（１８６億９，６５９万余円）

と比較して１３億７，９５５万余円（７．４％）減少している。これは主に、長期借入金１

８億７，０１５万円（１２．４％）が、返済期限が一年以内になったことにより減少したこ

とによるものである。

以上、経営状況について述べてきたが、事業は出資目的に沿って適正に運営されているものと

認められた。



（別表１）
比 較 損 益 計 算 書

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度

金額 金額 金額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ=A-B） （C/B*100)

1 9,152,599,902 9,402,892,994 △ 250,293,092 △ 2.7

9,152,599,902 9,402,892,994 △ 250,293,092 △ 2.7

2 6,832,008,902 6,743,885,825 88,123,077 1.3

6,006,179,659 5,884,714,956 121,464,703 2.1

825,829,243 859,170,869 △ 33,341,626 △ 3.9

3 営業利益 (1-2) 2,320,591,000 2,659,007,169 △ 338,416,169 △ 12.7

4 37,197,774 45,278,062 △ 8,080,288 △ 17.8

5,519,777 10,163,631 △ 4,643,854 △ 45.7

31,677,997 35,114,431 △ 3,436,434 △ 9.8

5 708,640,728 863,453,363 △ 154,812,635 △ 17.9

668,806,701 757,776,122 △ 88,969,421 △ 11.7

39,834,027 105,677,241 △ 65,843,214 △ 62.3

6 (3+4-5) 1,649,148,046 1,840,831,868 △ 191,683,822 △ 10.4

7 367,500,000 41,031,000 326,469,000 795.7

273,000,000 0 273,000,000 －

94,500,000 0 94,500,000 －

0 41,031,000 △ 41,031,000 △ 100

8 189,855,100 0 189,855,100 －

95,355,100 0 95,355,100 －

94,500,000 0 94,500,000 －

9 税引前当期利益 (6+7-8) 1,826,792,946 1,881,862,868 △ 55,069,922 △ 2.9

991,000,000 979,000,000 12,000,000 1.2

△ 213,926,702 △ 177,358,928 △ 36,567,774 20.6

10 1,049,719,648 1,080,221,796 △ 30,502,148 △ 2.8

11 65,275,514 42,484,698 22,790,816 53.6

12 (10+11) 1,114,995,162 1,122,706,494 △ 7,711,332 △ 0.7

雑支出

雑収入

経常利益

増（△）減

営業収益

売上高

販売費及び一般管理費

売上原価

営業費用

科目

当期未処分利益

特別利益

支払利息

施設解約による違約金

国庫補助金等受入額

当期利益

前期繰越利益

法人税等調整額

修繕引当金戻入益

営業外収益

過年度退職給付引当金繰入額

有形固定資産圧縮損

法人税、住民税及び事業税

特別損失

受取利息

営業外費用
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（別表２）
比 較 貸 借 対 照 表

（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度

金額 金額 金額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ=A-B） （C/B*100）

4,626,862,329 4,072,774,459 554,087,870 13.6

現金及び預金 970,088,318 936,921,586 33,166,732 3.5

有価証券 300,182,506 29,945,000 270,237,506 902.4

繰延税金資産 62,995,327 68,365,315 △ 5,369,988 △ 7.9

預け金 3,299,641,400 3,042,334,000 257,307,400 8.5

未収入金 2,093,008 1,401,000 692,008 49.4

その他流動資産 6,482,668 6,388,695 93,973 1.5

貸倒引当金 △ 14,620,898 △ 12,581,137 △ 2,039,761 16.2

44,336,810,921 45,387,917,649 △ 1,051,106,728 △ 2.3

42,530,714,927 43,765,388,714 △ 1,234,673,787 △ 2.8

建物 14,750,235,458 15,887,307,146 △ 1,137,071,688 △ 7.2

構築物 2,797,527,487 2,954,183,702 △ 156,656,215 △ 5.3

機械及び装置 143,676,229 141,550,032 2,126,197 1.5

車両及び運搬具 4,719,701 2,959,278 1,760,423 59.5

器具及び備品 216,812,352 234,666,356 △ 17,854,004 △ 7.6

土地 24,544,722,200 24,544,722,200 0 0

建設仮勘定 73,021,500 0 73,021,500 －

123,851,377 155,525,901 △ 31,674,524 △ 20.4

電話加入権 5,372,618 5,372,618 0 0

施設利用権 8,052,737 8,742,621 △ 689,884 △ 7.9

ソフトウェア 110,426,022 141,410,662 △ 30,984,640 △ 21.9

1,682,244,617 1,467,003,034 215,241,583 14.7

投資有価証券 397,000,000 397,000,000 0 0

子会社株式 20,000,000 20,000,000 0 0

長期繰延税金資産 1,191,545,286 972,248,596 219,296,690 22.6

その他 73,699,331 77,754,438 △ 4,055,107 △ 5.2

48,963,673,250 49,460,692,108 △ 497,018,858 △ 1.0

（注）「預け金」は、平成１２年度においては「短期貸付金」として表示されている。

科目

有形固定資産

増（△）減

流動資産

固定資産

無形固定資産

資産合計

投資等
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（単位：円、％）

平成１３年度 平成１２年度

金額 金額 金額 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ=A-B） （C/B*100）

3,097,702,766 2,897,987,012 199,715,754 6.9

1,870,150,000 1,743,000,000 127,150,000 7.3

482,222,953 308,715,150 173,507,803 56.2

60,529,454 69,733,238 △ 9,203,784 △ 13.2

518,056,439 585,062,903 △ 67,006,464 △ 11.5

71,087,634 106,676,528 △ 35,588,894 △ 33.4

37,733,005 20,485,346 17,247,659 84.2

7,894,881 13,527,447 △ 5,632,566 △ 41.6

48,142,000 48,900,000 △ 758,000 △ 1.6

1,886,400 1,886,400 0 0

17,317,037,282 18,696,591,542 △ 1,379,554,260 △ 7.4

13,193,750,000 15,063,900,000 △ 1,870,150,000 △ 12.4

預り保証金 1,798,699,942 1,575,778,822 222,921,120 14.1

修繕引当金 1,649,476,000 1,528,090,000 121,386,000 7.9

退職給付引当金 610,058,400 474,070,000 135,988,400 28.7

役員退職慰労引当金 65,052,940 54,752,720 10,300,220 18.8

20,414,740,048 21,594,578,554 △ 1,179,838,506 △ 5.5

12,230,000,000 12,230,000,000 0 0

法定準備金 111,000,000 74,000,000 37,000,000 50.0

利益準備金 111,000,000 74,000,000 37,000,000 50.0

16,207,933,202 15,562,113,554 645,819,648 4.1

15,092,938,040 14,439,407,060 653,530,980 4.5

特別償却準備金 92,938,040 139,407,060 △ 46,469,020 △ 33.3

別途積立金 15,000,000,000 14,300,000,000 700,000,000 4.9

1,114,995,162 1,122,706,494 △ 7,711,332 △ 0.7

28,548,933,202 27,866,113,554 682,819,648 2.5

48,963,673,250 49,460,692,108 △ 497,018,858 △ 1.0

当期未処分利益

科目

流動負債

賞与引当金

剰余金

負債合計

増（△）減

一年以内に返済の長期借入金

未払金

未払消費税等

前受金

預り金

その他流動負債

負債資本合計

資本合計

未払費用

未払法人税等

任意積立金

長期借入金

資本金

固定負債
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東京鉄鋼埠頭株式会社

第１ 監査対象の概要

１ 事 業 の 内 容

（１）事 業 の 概 要

東京鉄鋼埠頭株式会社 以下 会社 という は 昭和３２年１０月に設立され 東京港に（ 「 」 。） 、 、

、 、 、おける鉄鋼荷役の能率化を図り 都内工業生産の合理化と 都民消費生活の向上に資するため

次の事業を行っている。

ア 港湾運送事業

（ア）一般港湾運送事業

荷主又は船舶運航業者の委託を受け、接岸船から貨物を受取り、これを荷主に引渡し、又

は荷主から貨物を受取り、接岸船に引渡す行為等を一貫的に行う事業である。

（イ）港湾荷役事業

船舶若しくは、はしけにより運送された貨物の上屋、荷さばき場への搬入、上屋、荷さば

き場から運送された貨物の船舶若しくは、はしけへの搬出又はこれらの貨物の上屋、荷さば

き場における荷さばきを行う事業である。

イ 倉庫業

寄託を受けた貨物を倉庫に収め、保管、管理を行い、その対価として貨物の入出庫について

荷役料、保管について保管料を収受する事業である。

ウ 自動車運送取扱事業

貨物運送取扱事業法（平成元年法律第８２号）に基づき、有償で自動車運送取扱、自動車運

送利用各業を営むもので、会社倉庫の受寄物の自動車運送にかかわる事業である。

エ 前各号に附帯する業務

鋼材の切断、溶接等の加工を主とした業務を行うものである。

なお、会社は全額出資（各１，０００万円）により、子会社２社（株式会社ＴＴＦ加工セン

ター及び株式会社ＴＴＦサービス）を設立している。

また、第５９期末における会社の主要施設は、表１のとおりである。
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（表１）主要施設一覧

（平成１３．９．３０現在）

施 設 名 規 模 備 考

２構 内 敷 地 85,344m

( 野 積 場 ) ( 9,120m ) 保管能力 3万t２

倉 庫 13棟 34,453m 〃 9万t２

全長 280ｍ

本 船 岸 壁 けい船能力3,000t級3隻又は1,500t級4隻

水深 7.5ｍ

全長 268ｍ

は し け 溜 岸 壁 〃 1,000t級1隻及びはしけ7隻

水深 3～4ｍ

本 船 岸 壁 ク レ ー ン 4基 20t 1基 10t 3基

荷 倉庫天井クレーン 20基 20t 3基 15t 1基 10t 5基 5t 8基

役 5t（ホイスト天井クレーン）3基

設 トラッククレーン 2基 160t 1台 50t 1台

備 トラック等 22台 トラクター10台

トレーラー11台

フォークリフト1台

コイルリフター 3基 20t 1基 18.5t 1基 18t 1基

型 鋼 専 用 切 断 機 1基

（２）都 と の 関 係

都は、会社に対し、資本金１７億円のうち５８.３３％に当たる９億９,１６６万余円を出資

、 （ ， ． ） （ ，し 鉄鋼埠頭前面の水域 ３ ３６４ ４０ｍ 及び中央防波堤内側埋立地前面の水域 ８２

４００．００ｍ ）を占用許可（占用料：年額１，７９２万８６０円）している。２

２ 組 織

会社は、本社を東京都江東区豊洲六丁目４番７号に置き、役員９名（代表取締役社長１名、代

表取締役常務１名 常務取締役１名 取締役３名 監査役３名 うち 非常勤４名 及び職員７、 、 、 （ 、 ））

５名で、２部をもって構成されている（平成１３年９月３０日現在 。）
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第２ 監査の範囲及び実地監査期間

１ 監 査 の 範 囲

第５８期（平成１１．１０．１～平成１２．９．３０）及び第５９期（平成１２．１０．１～

平成１３．９．３０）の事業について実施した。

２ 実地監査期間

（１）港 湾 局 平成１４年１０月１７日及び３１日

（２）会 社 平成１４年１０月２１日から同月２５日まで

第３ 監 査 の 結 果

１ 経営状況について

（１）経営成績

、 、 ，第５８期及び第５９期の経営成績は 別表１比較損益計算書のとおりであり 第５８期は２

６６３万余円、第５９期は９，０７１万余円の当期損失を計上している。

第５９期における営業収益は２０億１，９８１万余円で、前期（２１億２，９９７万余円）

と比較して１億１，０１５万余円（５．２％）減少している。これは主に、表２に示すとおり

鋼材の入出庫取扱数量が減少したことにより、附帯作業収入が４，２１３万余円、自動車運送

収入が２，８８０万余円それぞれ減少したことなどによるものである。

、 ， （ ， ） ，また 営業費用は２０億４ ９７５万余円で前期 ２１億１ ３５１万余円 と比較して６

３７６万余円（３．０％）減少している。これは、売上原価が３，０６７万余円、販売費及び

一般管理費が諸経費の削減などにより３，３０９万余円それぞれ減少したことによるものであ

る。

この結果、営業損益は２，９９３万余円の損失で、前期（営業利益１，６４５万余円）と比

較して４，６３９万余円減少している。

次に、営業外損益について見ると、営業外収益は１，４０１万余円で前期（１，６５７万余

円）と比較して２５５万余円（１５．４％）減少している。

また、営業外費用は５，８１９万余円で前期（５，６９６万余円）と比較して１２３万余円

（２．２％）増加している。これは主に、支払利息が１９１万余円増加したことによるもので

ある。

以上のことから 経常損失は７ ４１２万余円で 前期 ２ ３９３万余円 と比較して５,、 ， 、 （ ， ）

０１８万余円増加している。

特別損失は１，４３０万円で、ゴルフ会員権評価損として５００万円、貸倒引当金繰入額と

して９３０万円を計上している。
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（表２）鋼材の取扱数量比較表

（単位：ｔ，％）

増 (△) 減

区 分 第５９期(A) 第５８期(B) ( A - B ) 率A-B/B×100 備 考

入出庫料）入数 倉 庫 貨 物 140,000 156,600 △16,600 △10.6 倉庫収入（

（沿岸作業料）仲 継 貨 物 372,400 373,100 △ 700 △ 0.2 港運収入

庫量 合 計 512,400 529,700 △17,300 △ 3.3

出数 倉 庫 貨 物 137,600 154,400 △16,800 △10.9

（沿岸作業料）仲 継 貨 物 360,500 362,200 △ 1,700 △ 0.5 港運収入

庫量 合 計 498,100 516,600 △18,500 △ 3.6

入数 倉 庫 貨 物 277,600 311,000 △33,400 △10.7

出 仲 継 貨 物 732,900 735,300 △ 2,400 △ 0.3

庫量 合 計 1,010,500 1,046,300 △35,800 △ 3.4

（ 保管料 ）月管累 倉 庫 貨 物 422,400 402,700 19,700 4.9 倉庫収入

末残 仲 継 貨 物 495,500 367,300 128,200 34.9

保高計 合 計 917,900 770,000 147,900 19.2

（ ）本 船 取 扱 量 471,900 491,900 △20,000 △ 4.1 港運収入本船接岸作業料

ト ラ ッ ク 配達量 377,400 376,200 1,200 0.3 自動車運送収入

会社の主な取引先別の売上高及び入出庫数量は 表３のとおり 第５９期においては会社設、 、

立時からの株主である新日本製鐵株式会社が売上高の５９ ７％ 入出庫数量の７５ ５％を． 、 ．

占めている。

（表３）会社の主な取引先別売上高及び入出庫数量

主 な 第 ５ ９ 期 主 な 第 ５ ８ 期

取 引 先 売 上 高 構成比 入出庫数量 構成比 取 引 先 売 上 高 構成比 入出庫数量 構成比

千円 ％ t ％ 千円 ％ t ％

( ) 1,205,456 59.7 762,900 75.5 ( ) 1,228,018 57.7 765,700 73.2新日本製鐵 株 新日本製鐵 株

( ) 69,194 3.4 31,300 3.1 ( ) 76,516 3.6 30,800 2.9日鐵商事 株 伊藤忠商事 株

( ) 53,162 2.6 31,100 3.1 ( ) 67,333 3.2 77,600 7.4伊藤忠商事 株 愛知海運 株

692,005 34.3 185,200 18.3 758,106 35.5 172,200 16.5そ の 他 そ の 他

2,019,817 100 1,010,500 100 2,129,973 100 1,046,300 100合 計 合 計



- 132 -

（２）財政状態

第５８期及び第５９期における財政状態は 別表２比較貸借対照表のとおりであり 第５９、 、

期は 資産合計５６億２ ８９１万余円 負債合計３５億６ ０４３万余円 資本合計２０億、 ， 、 ， 、

６，８４７万余円となっている。

第５９期における資産は５６億２ ８９１万余円であり 前期 ５７億４９３万余円 に比， 、 （ ）

較して７，６０１万余円（１．３％）減少している。

このうち 流動資産は３億７４２万余円であり 前期 ３億４ ９８５万余円 に比較して、 、 （ ， ）

４ ２４３万余円 １２ １％ 減少している これは主に 銀行預金が１ １２７万余円増， （ ． ） 。 、 ，

加したものの、売掛金が５，３８２万余円減少したことによるものである。

また 固定資産は５３億２ １４９万余円であり､前期 ５３億５,５０８万余円 に比較し、 ， （ ）

て３ ３５８万余円 ０ ６％ 減少している これは主に 有形固定資産が建物の減価償却， （ ． ） 。 、

などにより１ ７１４万余円 投資等において出資金がゴルフ会員権評価損により５００万円， 、

減少したこと及び貸倒引当金に９３０万円計上したことなどにより１ ５００万余円 それぞ， 、

れ減少したことによるものである。

負債は３５億６,０４３万余円であり、前期（３５億４，５７４万余円）に比較して１，４

６９万余円（０．４％）増加している。

このうち、流動負債は３３億６,９８８万余円であり、前期（３３億７４２万余円）に比較

して６，２４６万余円 （１．９％）増加している。これは主に、短期借入金が９，６００万

円増加したことによるものである。

また 固定負債は１億９ ０５５万余円であり 前期 ２億３ ８３２万余円 に比較して、 ， 、 （ ， ）

４，７７７万余円（２０．０％）減少している。

これは主に 固定負債に計上していた長期借入金３ ３２０万円を 返済期限が１年以内に、 ， 、

到来することとなったため、流動負債に振り替えたことによるものである。

資本は２０億６ ８４７万余円であり 前期 ２１億５ ９１８万余円 に比較して９ ０， 、 （ ， ） ，

７１万余円 ４ ２％ 減少している これは 当期未処理損失９ ０７１万余円を計上した（ ． ） 。 、 ，

ことによるものである。

なお、流動比率、固定比率及び自己資本構成比率は、表４のとおりとなっている。
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（表４）財務比率

（ ）単位：％

項 目 算 式 第5 5 期 第 5 6 期 第 5 7期 第 5 8 期 第 5 9 期

流動資産
流 動 比 率 106.1 98.0 9.2 10.6 9.1

流動負債

固定資産
固 定 比 率 235.7 234.0 245.7 248.0 257.3

資 本

資 本
自己資本構成比率 39.2 40.3 38.5 37.8 36.7

負債＋資本

以上、経営成績及び財政状態について述べてきたが、第５９期は、鋼材の取扱数量の減少に

より、第５７期以来３期連続の当期損失を計上しており、厳しい経営状況となっている。



（別表１）比較損益計算書

金額
（A－B）

率
(A-B)/B×100

営業収益 2,019,817,391 2,129,973,198 △ 110,155,807 △ 5.2

営 売上高 2,019,817,391 2,129,973,198 △ 110,155,807 △ 5.2

経 倉庫収入 593,721,354 620,366,569 △ 26,645,215 △ 4.3

業 港運収入 509,649,823 522,219,965 △ 12,570,142 △ 2.4

自動車運送収入 733,449,881 762,253,353 △ 28,803,472 △ 3.8

損 附帯作業収入 182,996,333 225,133,311 △ 42,136,978 △ 18.7

常 営業費用 2,049,755,405 2,113,519,262 △ 63,763,857 △ 3.0

益 売上原価 1,733,779,944 1,764,453,760 △ 30,673,816 △ 1.7

販売費及び一般管理費 315,975,461 349,065,502 △ 33,090,041 △ 9.5

営業利益 △ 29,938,014 16,453,936 △ 46,391,950 △ 282.0

損 営 営業外収益 14,017,406 16,576,349 △ 2,558,943 △ 15.4

業 受取利息 680,124 664,099 16,025 2.4

外 その他の営業外収益 13,337,282 15,912,250 △ 2,574,968 △ 16.2

損 営業外費用 58,199,611 56,968,765 1,230,846 2.2

益 益 支払利息 58,165,267 56,246,697 1,918,570 3.4

その他の営業外費用 34,344 722,068 △ 687,724 △ 95.2

74,120,219 23,938,480 50,181,739 209.6

14,300,000 0 14,300,000          -

ゴルフ会員権評価損 5,000,000 0 5,000,000          -

貸倒引当金繰入額 9,300,000 0 9,300,000          -

88,420,219 23,938,480 64,481,739 269.4

2,290,000 2,700,000 △ 410,000 △ 15.2

90,710,219 26,638,480 64,071,739 240.5

90,710,219 26,638,480 64,071,739 240.5

　　　　　(単位：円，％）

第59期（Ａ） 第58期（Ｂ）
増(△）減

科目

当期損失

当期未処理損失

特別損失

経常損失

税引前当期損失

法人税、住民税及び事業税
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(別表２）比較貸借対照表

(資産の部）

金額
（A－B）

率
(A-B)/B×100

307,421,222 349,851,383 △ 42,430,161 △ 12.1

290,092 207,402 82,690 39.9

95,011,056 83,731,987 11,279,069 13.5

0 1,510,000 △ 1,510,000 △ 100

178,190,407 232,016,700 △ 53,826,293 △ 23.2

7,010,293 5,204,798 1,805,495 34.7

26,951 9,261 17,690 191.0

26,892,423 27,171,235 △ 278,812 △ 1.0

5,321,492,608 5,355,081,863 △ 33,589,255 △ 0.6

5,235,415,952 5,252,559,579 △ 17,143,627 △ 0.3

建物 180,322,070 200,880,770 △ 20,558,700 △ 10.2

建物附属設備 14,838,241 17,135,232 △ 2,296,991 △ 13.4

構築物 101,097,988 108,770,356 △ 7,672,368 △ 7.1

機械及び装置 42,963,295 47,423,333 △ 4,460,038 △ 9.4

車両及び運搬具 4,329,235 4,329,235 0 0

工具器具備品 6,313,844 8,082,974 △ 1,769,130 △ 21.9

土地 1,705,781,066 1,705,781,066 0 0

建設仮勘定 3,179,770,213 3,160,156,613 19,613,600 0.6

6,978,119 8,400,159 △ 1,422,040 △ 16.9

公有水面利用権 4,393,849 4,915,889 △ 522,040 △ 10.6

電話加入権 2,209,270 2,209,270 0 0

ソフトウエア 375,000 1,275,000 △ 900,000 △ 70.6

79,098,537 94,122,125 △ 15,023,588 △ 16.0

投資有価証券 41,092,000 41,092,000 0 0

出資金 10,000,000 15,000,000 △ 5,000,000 △ 33.3

長期貸付金 36,596,537 37,070,125 △ 473,588 △ 1.3

長期預け金 710,000 960,000 △ 250,000 △ 26.0

貸倒引当金 △ 9,300,000 0 △ 9,300,000          -

5,628,913,830 5,704,933,246 △ 76,019,416 △ 1.3

第58期（B)
増(△）減

流動資産

第59期（A)科目

現金

受取手形

売掛金

前払費用

銀行預金

未収入金

立替金

(単位：円，％）

資産合計

無形固定資産

投資等

有形固定資産

固定資産
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(負債及び資本の部）

金額
（A－B）

率
(A-B)/B×100

3,369,884,807 3,307,422,947 62,461,860 1.9

支払手形 60,766,870 66,310,841 △ 5,543,971 △ 8.4

買掛金 131,792,191 148,682,890 △ 16,890,699 △ 11.4

短期借入金 3,035,190,560 2,939,190,560 96,000,000 3.3

1年以内返済長期借入金 33,200,000 33,200,000 0 0

未払金 817,700 817,700 0 0

未払法人税等 2,598,009 2,700,509 △ 102,500 △ 3.8

未払消費税等 9,468,400 15,374,400 △ 5,906,000 △ 38.4

未払費用 16,326,595 13,539,720 2,786,875 20.6

前受金 12,835,830 15,694,140 △ 2,858,310 △ 18.2

預り金 10,219,102 4,173,912 6,045,190 144.8

賞与引当金 56,669,550 66,887,775 △ 10,218,225 △ 15.3

設備関係支払手形 0 850,500 △ 850,500 △ 100

固定負債 190,553,769 238,324,826 △ 47,771,057 △ 20.0

長期借入金 8,700,000 41,900,000 △ 33,200,000 △ 79.2

退職給与引当金 0 120,820,226 △ 120,820,226 △ 100

退職給付引当金 117,609,569 0 117,609,569          -

役員退職引当金 38,820,000 42,000,000 △ 3,180,000 △ 7.6

長期預り金 25,424,200 33,604,600 △ 8,180,400 △ 24.3

3,560,438,576 3,545,747,773 14,690,803 0.4

資本金 1,700,000,000 1,700,000,000 0 0

法定準備金 82,000,000 82,000,000 0 0

利益準備金 82,000,000 82,000,000 0 0

剰余金 286,475,254 377,185,473 △ 90,710,219 △ 24.0

配当準備積立金 34,000,000 34,000,000 0 0

別途積立金 343,185,473 369,823,953 △ 26,638,480 △ 7.2

当期未処理損失 90,710,219 26,638,480 64,071,739 240.5

（うち当期損失） 90,710,219 26,638,480 64,071,739 240.5

2,068,475,254 2,159,185,473 △ 90,710,219 △ 4.2

5,628,913,830 5,704,933,246 △ 76,019,416 △ 1.3

第58期（B)科目

(単位：円，％）

負債合計

流動負債

増(△）減
第59期（A)

資本合計
負債及び資本合計
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